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（1）ＤＲ等出力制御対策に活用可能な道内の
リソース検討及び実証



背景・目的
 再エネ導入拡大に向けた再エネ出力制御等の対策として、高圧・低圧、家庭用・業務産業用と多様な需要

リソースを活用したＤＲの推進が期待されている。
 特に道内は冬期の融雪・暖房機器の稼働が他地域と比較して高くなる傾向⇒冬期の電力需要が夏季より高

くなる特徴がある。
 万が一電力需給逼迫が冬期間に発生した場合は、生命・安全を脅かす可能性もあることから、電力需要へ

の柔軟性をもたせレジリエンスを向上させることも重要。
 これら北海道の特色を踏まえ、ＤＲに活用可能な北海道内リソースの検討や、それらリソースを活用した

ＤＲ実証等を行う。

3① 背景・目的

電力需給逼迫で停電リスク
（北海道では生命を脅かす可能性）

電力需給調整への対応も必要

北海道向けハイブリッド冷暖房・給湯システム
でのDR効果を検証

もし、再エネ利用のために
電化が急激に進んだ場合

DRテーマ選定

電力需要（2010年度の例）

北海道の電力需要

時刻



4

本実証では電力需要を増加させる上げDR・電力需要を抑制させる下げDRの検証を実施
出典：2023年度第1回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 工場等判断基準ワーキンググループ

① 背景・目的
【DRの種類】





6補足 ハイブリッド冷暖房・給湯システムについて

本実証では冬期期間の為、暖房に特化した検証を実施
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結果概要
 DR実証結果を以下に示す。

・本システムでは、電気単価、ガス単価を比較して経済優先
をベースの運転としている為、終日、ガス優先運転、電気優
先運転にした場合の上げDR、下げDRを検証する。

・経済優先の場合、ガス単価と電気単価を比較し運転している。
8～22時はガスのみ運転が通常の動作となる。

・ガス使用量については参考値としておく。

③ DR実証結果

ガス優先

経済優先

電気優先

検証概要 動作状況（電気使用量推移）

動作状況（ガス使用量推移）
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DR効果検証
実証を通じて、以下のDR効果を確認

上げDR量(kW)計算 4.3kWh(9時00分～14時00分の総電力量）÷ 5ｈ(9時～14時)＝0.86kW
下げDR量(kW)計算 3.1kWh(15時30分～19時00分の総電力量）÷ 3.5ｈ(15時半～19時)＝0.87kW

本システムの機器消費電力（1.3kW）から、給湯や暖房の起動電力（ポンプ駆動等）を差し
引いた実DR量が約1.0kWである事を検証することができた

快適性検証
 エアコンなどであれば、ピークカットするためにはプレヒートなどが必要になるが、快適性を損なう事

が懸念される。一方、本システムの場合は、電気とガスの2つの熱源を有していることから、電気→ガス
運転 ガス運転→電気運転に切り替えても室温に影響がないため、DRに適している器具だという事が
データからも想定される。

経済性への影響
 特定の日の例ではあるが、上げDRでは +8円/日、下げDRでは -23円/日の結果となった。今回は経済

優先(eタイム3プラス）を前提条件とした実証となったが、例えば、市場価格連動型の電気料金メニュー
等を前提に検証した場合、経済性は大きく変わってくると見込まれる。次年度以降は、需要家へメリッ
トが出る電気料金メニューについても併せて検証をしていきたい。

③ DR実証結果
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まとめ・今後の課題
本システムは、快適性を全く損なわずに、1.0kW程度のDRポテンシャルがある事を実証を

通じて確認することができた。

本システムは、現在普及台数としてはまだ少ないが、北海道砂川市にある火力発電力（3号
機）を例に1基あたり12.5万kWとすると、1.0kW×12.5万台普及させることで、火力発電所
の1基分のDR量を生み出すことができる。また、本機器のターゲットになると考えられる札
幌市内の灯油・LPガス暖房世帯が約68万世帯のため、約68万kWのポテンシャルが想定され
る。

今回は実証フィールドの経済優先運転を元に23年度の電気・ガス単価の単純な比較にとど
まったため、詳細な経済性の検証は出来なかったが、今後低圧リソースが各種電力市場等で
活用されることを見据えると、市場価格を踏まえての事業性の詳細検証や複数のリソースを
アグリゲーションするDR実証等が必要と考えられる。2026年度からの市場での低圧リソー
ス活用開始を見据えて、次年度以降引き続き検証を続けたい

北海道の特色を踏まえたDRを推進する為にも、アグリゲータ、需要家に両面でのメリット
がある料金メニュー等の仕組みづくりとDRに活用可能なリソースの普及・発掘を引き続き
進めていきたい。

③ DR実証結果



14④ DRポテンシャル

低圧リソース活用に関するデスクトップ調査
 前述のDR実証（家庭用暖房システムについての検討）を踏まえ、本業務では、同程度の出力提供が可能と

見込まれる低圧リソースに絞ってポテンシャル調査を実施した。
 次年度以降は、高圧リソースを含め、対象リソースの範囲を広げ調査を実施したい。

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 「次世代の分散型電力システムに関する検討会」の中間取りまとめ

【低圧リソース活用】



15④ DRポテンシャル

 DRが提供可能な価値としては下記となっている。
 今後の各市場の動向や審議会資料を引き続き注視していくことが重要

■DRが提供可能な価値

短時間で需給調整を行えることの価値
需給調整市場対応
産業需要家の生産ラインなどの安定運用（瞬時電圧低下対策など）

特に需要ピークの時間帯などに電力供給を行うことができることの価値
容量市場対応（ピーク電源代替）
ピークカットによる電気料金削減

二酸化炭素を排出しないことの価値
再エネ最大利用

電力量を供給できることの価値
需要家への電力供給
電力需給のインバランスの回避
昼夜間電気料金差を活用した電気料金削減
卸電力市場対応
自家消費による電気料金削減

電力の安定供給などの価値
非常時などの電力の安定供給

ΔkW価値

kW価値

環境価値

kWh価値

その他価値

出典：株式会社野村総合研究所 コンサルティング事業本部 サステナビリティ事業コンサルティング 第349回NRIメディアフォーラム
「「分散型エネルギーリソース（DR）」の見通し」を参考に作成

需給調整市場で取引

容量市場で取引

グリーン電力：グリーン電力証書
発行事業者と取引
J-クレジット：事務局・保有者・
仲介事業者と取引
非化石証明：非化石価値取引市場
で取引

電力取引市場（JEPX）で取引

マイクログリッドなどで取引



16④ DRポテンシャル

 デスクトップ調査から道内・札幌市内などの低圧DRのポテンシャルを推計した。
 一部リソースについては他地域で既にDRリソースとして活用された実績があるが、北海道での実証実績は

まだ少ない。⇒道内の気候や住宅環境等を踏まえ、DRに活用可能かを次年度以降深掘りする必要があるの
ではないか。

項目 地域 統計値 単位
ポテンシャル

ポテンシャル
（MW） 出典

EV

北海道

保有台数（台）

2,618

5kW/台

13 北海道HP「次世代自動車につい
て」、札幌市資料「札幌市内の
次世代自動車保有台数につい
て」、ニチコン「V2Hシステ
ム」定格出力 など

札幌市 1,056 5

家庭用（住宅用）蓄
電池

北海道 導入台数（台）
※全国値の世帯

数按分推計

22,967
4.4kW/台

101 （一社）日本電機工業会「JEMA 
蓄電システムビジョン
（Ver.7）」 など札幌市 8,928 39

暖房設備（都市ガ
ス・LPガス・灯
油）

北海道
使用世帯数
（世帯）

2,617,557

1.0kW/世帯（台）

2,618 令和3年度 北海道家庭用エネル
ギー消費実態調査 など

札幌市 902,422 902
札幌市「令和4年度札幌市の環境
政策推進に関する調査報告書」、
前述のDR効果実証 など

エコキュート 北海道 使用世帯数
（世帯） 81,100 1kW/世帯（台） 81

令和3年度 家庭部門のCO2排出実
態統計調査 資料編（確報値）、
東京大学生産技術研究所「エコ
キュート等による「上げ調整
力」創出ポテンシャル」 など

電気温水器 北海道 使用世帯数
（世帯） 293,636 3kW/世帯（台） 881

マイホーム発電（エ
コウィル、コレモ、
エネファーム）
※家庭用コジェネ

レーション

北海道※ 販売台数（台） 6,967 700W/台 5
北海道ガス株式会社HP「都市ガ
ス事業業績」、パナソニック
「エネファーム 戸建住宅向け
寒冷地モデル」発電出力 など

※北ガス供給エリアである札幌市、石狩市の一部、北広島市の一部、小樽市、千歳市、恵庭市の一部、函館市、北斗市の一部、北見市が対象。





（2）水電解装置を活用した出力制御対策の
検討および生成した水素の活用検討



背景・目的
 水電解装置は変動再エネに対しての調整力や需要の提供が可能であり、道内でも需給対策用途での導入が

始まりつつある。
 政府としても2023年6月に改訂した水素基本戦略にて、2030年までに国内外において日本関連企業の水電

解装置の導入目標を15ＧＷ程度と新たに設定しており、水電解装置の導入加速が今後更に期待される。
 そのような状況を踏まえ、道内での更なる水電解装置の導入促進を見据えて設置適地条件等の検討や供給

可能な水素量の推計、水素供給先の検討等を行う。

19① 背景・目的

出典：環境省 水素関連基礎情報資料

【水素サプライチェーン】







22② 適地選定

【系統容量】

出典：北海道電力ネットワーク株式会社「系統空容量マップ・一覧表」

適地選定条件の整理（需要確保）
 北海道内で再エネ、水素・アンモニア等の活用を拡大していくためには、水素の大規模需要や将来拡張性

の可能性が高い地域が大規模水電解装置の設置に望ましいと考えられ、以下の観点を踏まえて道央圏を適
地・起点として想定。

 道内の系統要領は逼迫している状況。水電解装置は大規模化すればそれ自体が大規模電力需要施設である
ため道内でも相対的に要領に余裕がある道央圏が適地と想定。





24③ 水素需要ポテンシャル調査

項目 値 備考
市内都市ガス供給量 4.66億Nm3/年 同上

e-methane混入割合 1％
日本ガス協会「カーボンニュートラル
チャレンジ2050アクションプラン」
（2021年6月）の2030年目標値を参照

1Nm3のe-methane
生成に必要な水素量 4Nm3-H2 反応式より(4H2+CO2→CH4+2H2O)

• 札幌市内の都市ガス供給量実績（4.66億Nm3/年）に
対して1％のe-methane注入を想定

• 想定したe-methane量（466万Nm3/年）を製造する
のに必要な水素量を推計

⇒水素需要ポテンシャルは1,862万Nm3/年

項目 値 備考

市内都市ガス供給量 4.66億Nm3/年
北海道ガス託送供給計画の2021年
度実績値より、札幌市分をメーター
数按分により推計

都市ガス単位熱量 45MJ/Nm3
NEDO「水素社会構築技術開発事業
/地域水素利活用技術開発/石狩湾新
港洋上風力の余剰電力を活用した水
素サプライチェーンに関する調査」
における推計手法参照

都市ガスへの水素混
合割合 3vol％

3vol%水素混合後の
ガス単位熱量 44MJ/Nm3

• 現在議論の進む熱量引き下げにおける直近の目標
（44MJ/m3）をターゲットとして、3vol％の水素混合
を想定

⇒水素需要ポテンシャルは1,428万Nm3/年

■都市ガス水素直接混入

■メタネーション

■地域熱供給
• 市内の最大ポテンシャルとして、市内の地域熱供給

プラントの原・燃料使用量の総量相当分の水素換算
量を推計

⇒水素需要ポテンシャルは約2億Nm3/年

項目 値 備考

原・燃料使用量
（熱量換算） 2,178,218GJ/年

北海道熱供給公社、北海道地域暖房、札
幌エネルギー供給公社の合計（熱供給事
業便覧 令和4年版より）

水素低位発熱量 10.78GJ/千Nm3

道央圏の大規模な水素需要について下記3パターンを推計（札幌市を想定）
１．地域熱供給：水素需要ポテンシャル（最大） 約2億Nm3/年
２．都市ガス水素注入：水素需要ポテンシャル 約1,400万Nm3/年
３．都市ガスメタネーション：水素需要ポテンシャル 約1,900万Nm3/年
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地域熱供給事業エリアについて
 地域熱供給事業とは冷水や温水等を一箇所でまとめて製造し、導管を通じて複数の建物等に熱を供給する事

業であり、札幌市内の地域熱供給事業エリアには札幌都心・光星地区・札幌駅北口・厚別地区・真駒内地区
がある。

③ 水素需要ポテンシャル調査

【熱供給エリアマップ 都心地域】

都心地域（北海道熱供給公社） 光星地区（北海道熱供給公社）
出典：札幌エネルギー供給公社 熱供給地域 （ http://www.satsuene.co.jp/supply-area/index.html ）

【熱供給エリアマップ 光星地区】



26③ 市内水素需要ポテンシャル調査

【熱供給エリアマップ 札幌駅北口】

札幌駅北口（札幌エネルギー供給公社）

出典：札幌エネルギー供給公社 熱供給地域 （ http://www.satsuene.co.jp/supply-area/index.html ）



27③ 市内水素需要ポテンシャル調査

【熱供給エリアマップ 厚別地区】

厚別地区（北海道地域暖房）

出典：札幌エネルギー供給公社 熱供給地域 （ http://www.satsuene.co.jp/supply-area/index.html ）



28③ 市内水素需要ポテンシャル調査

【熱供給エリアマップ 真駒内地区】

真駒内地区（北海道地域暖房）

出典：札幌エネルギー供給公社 熱供給地域 （ http://www.satsuene.co.jp/supply-area/index.html ）





30③ 水素需要ポテンシャル調査

試算例①
「真駒内」「厚別」「苗穂」の近郊を走るバスに1路線ずつFCバスを導入した場合

試算例②
「真駒内駅」発着の中央バスにおける路線※すべてにFCバスを導入した場合 ※ 札幌市路線バスの約3.29%に相当

真駒内 厚別 苗穂 合計

年間走行距離[km/年] 114,000 238,000 114,000 465,000

水素需要量[N㎥/年] 218,000 454,000 217,000 888,000

水素ST1基の供給能力に
対する需要量の割合[%] 17.8 37.1 17.7 72.5

路線A 路線B 路線C 路線D 路線E 路線F 路線G 路線H 路線I 路線J 路線K 路線L 合計

年間走行距離[km/年] 114,000 86,000 53,000 38,000 44,000 62,000 179,000 25,000 37,000 27,000 11,000 2,600 677,000 

水素需要量[N㎥/年] 218,000 164,000 100,000 73,000 83,000 118,000 341,000 48,000 70,000 51,000 21,000 5,000 1,293,000 

水素ST1基の供給能力に
対する需要量の割合[%] 17.8 13.4 8.2 6.0 6.8 9.6 27.8 3.9 5.8 4.2 1.7 0.4 105.6 

項目 値 備考

FCバス航続
距離

200
km SORA（トヨタ自動

車）公表値参照FCバス水素
タンク容量 24kg

寒冷地燃費減
少率 30%

「エコドライブポータ
ルサイト・ReCoo 」
公表データ参照

FCバス燃費
設定値

5.8
km/kg 上記条件による設定値

諸元設定値

出典：北海道中央バス路線図、時刻表を基に推計

FCバス導入による水素ST自立化の検討
 地域熱供給事業エリア付近である「真駒内」「厚別」「苗穂」の近郊を走るバスにFCバスを導入した場合

の水素需要量を試算⇒1路線あたり数千Nm3/年～数十万Nm3/年の需要ポテンシャル
 例として3路線で水素STが自立する程度※の水素需要に相当する。

※水素ST1基当たりの水素供給能力約11万kg/年（300Nm3/h）に対して稼働率約7割相当
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FCバス導入による水素ST自立化の検討
 札幌市内の全バスの1割にFCバスを導入した場合に自立可能な水素STの数を算出

⇒5～7基
 真駒内、厚別周辺のバスの3割にFCバスを導入した場合に自立可能な水素STの数を算出

⇒2基

③ 水素需要ポテンシャル調査

市内バス全走行キロ数
[km/年]

水素ST1施設あたりの
FCバス年間総可能距離

[km/年・施設]
水素ST数

[施設]
水素需要量
[Nm3/年]

値 31,143,000 642,000 7（6.93） 8,493,000 

試算例③
札幌市内を走る全バスの1割に対してFCバスを導入した場合 項目 値 備考

FCバス航続
距離

200
km SORA（トヨタ自動

車）公表値参照FCバス水素
タンク容量 24kg

寒冷地燃費減
少率 30%

「エコドライブポータ
ルサイト・ReCoo 」
公表データ参照

FCバス燃費
設定値

5.8
km/kg 上記条件による設定値

諸元設定値

試算例④
真駒内駅、厚別駅、新札幌駅で発着するバスの3割に対してFCバスを導入した場合

発着便数
[便/日]

全走行キロ数
[km/年]

水素ST数
[施設]

水素需要量
[Nm3/年]

真駒内駅 800 1,177,000 

2（2.15） 2,640,000 
厚別駅 50 73,000 

新札幌駅 1,350 1,976,000 

合計 2,200 3,226,000 

※水素STが経済的に成り立つ場合を想定

※市内総バス数で各駅で発着するバスの総走行キロ数を按分して仮定する

発着便数
[便/日]

全走行キロ数
[km/年]

札幌市内 21,000 31,143,000 

出典：北海道中央バス路線図、時刻表を基に推計
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札幌市における水素需要検討
 札幌市において、施設へのFC導入・各種モビリティなど広く水素需要を検討中であり、概算でモビリティ

分野：約3,400万Nm3/年、 建物利用分野：約1,500Nm3/年、 家庭熱需要分野：約1億5千万Nm3/年とされて
いる。

需要区分 特性・対象 推計手法概略 水素需要想定

モビリティ：
FC自転車
FCV（乗用車）
FCバス・トラック
FCV（特殊車両）
FC連節車両
FC地下鉄

• ポロクル（札幌シェアサイクル 550台）
• タクシー、レンタカー、その他民有・市

有乗用車（600台)
• 乗合・貸切バス (15台 )、大型トラック

（10台)、小型トラック(40台)
• 札幌市所有のごみ収集車（30台）、消防

車両（46台）、除雪車（20台）
• 新公共交通システム
• 札幌市地下鉄（需要電力の42%）

ヒアリング、デスクトップ調査（札
幌市公表資料、北海道運輸局公表資
料、札幌市清掃事業概要など）、導
入実験事業など

約3,400万Nm3/年

建築利用：
公共施設（処理施
設・一般施設）にお
けるFC

水再生プラザ・ごみ焼却施設（清掃工場）
（需要電力の20%）など

区役所や学校などの市有施設（参考として1
施設あたりの推計）
※余剰水素が出ない設定であり、需要のすべ

てを賄うものではない

ヒアリング・デスクトップ調査（下
水道維持管理年報、清掃事業概要な
ど）

約1,500万Nm3/年

学校（高校ほか）1
施設で約18万Nm3/
年など

家庭熱需要：
水素ストーブ

札幌市民の暖房用灯油・LPガスの代替（暖
房に灯油・LPガスを使用している世帯の
10%）

デスクトップ調査（世帯数統計、燃
料別世帯調査） 約1億5千万Nm3/年
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出典：環境省 脱炭素化にむけた水素利活用に係る国内外の動向 「2021年度 注目国内動向（2021年12月時点）」

 過去実績の整理から水素量換算は可能。ただし出力抑制専用とすると設備稼働率が著しく低いため、平時は
水電解装置近郊から再エネ調達を行える規模で設定する。

 1MW（苫小牧級）、10MW（福島・山梨級)、20MW（海外大規模級）で設定

【各地域の水電解装置容量】
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2024年出力制御見通し
 北海道電力における2024年度の再エネ出力制御見通し算定における制御量最大時の需給バランスでは前年

度を上回るとされており（0.1億kWh）、最大制御時の太陽光・風力の抑制量も合計約22MW（５月）。
 大型水電解装置の稼働が出力制御対策の1つとなると考えられる。道央での大型水電解装置の導入を皮切り

に全道へ導入展開することで、将来的に見込まれている出力制御の増加への対策、ひいては道内の再エネポ
テンシャル活用の最大化へつながることも期待される。

出典：経済産業省 第50回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ
「2024年度出力制御見通しについて［北海道電力ネットワーク］」

【北海道の出力制御見込み】
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 前述の通り数十MWの出力制御がかかる場面で、水電解装置が稼働することで制御対策が可能と考えられ
る。

 特に将来的な水素サプライチェーンの拡大前の、事業の開始時などは需要が追いついていない可能性や稼
働率が低いことが考えられる。出力抑制時に水電解を稼働させることで再エネ拡大と稼働率向上にも寄与
する。

 水素は貯蔵可能なことから年間で考えた調整力としても有効と考えられる。
 その場合製造した水素が需要として道央・札幌市内で需要確保可能かの比較を行った（下表）。各規模の

水電解装置が稼働した場合でも将来的な需要確保は可能と考えられる。
 将来的には水電解が水平展開し、出力制御対策のツールとしての水電解装置も拡大。需要の拡大が進めば

さらに再エネ拡大へつながり、エリアの産業振興・脱炭素へ寄与

水電解装置規模
（MW）

年間使用電力量
（MWh/年）

年間水素製造量
（Nm3/年） 水素需要相当

1 6,132 1,226,400
• 札幌市のモビリティ（特殊車両）（P.25）相当
• 札幌市市有施設のうちエネルギー消費が比較的大きい福祉医療施設

3施設相当（※P.25の市有施設と同様の設定による）

5 30,660 6,132,000 • 札幌市水再生プラザ・清掃工場（P.25）の40%相当
• 札幌市のモビリティ（FCバス）（P.25）の160台相当

10 61,320 12,264,000 • 札幌市水再生プラザ・清掃工場（P.25）の80%相当
• 札幌市のモビリティ（FCV（乗用車））（P.25）の12,000台相当

20 122,640 24,528,000
• 札幌市のモビリティ（地下鉄）（P.25）の80%相当
• 札幌市の熱需要（水素ストーブ）（P.25）の16%相当
• 市内の地域熱供給のうち、業務・その他向け販売熱量の3割相当

※水電解装置の稼働率稼働率：70%を想定出典：経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ（概要）」
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高圧・液化による輸送コスト概略推計
 輸送コスト検証のため一般値な圧縮・液化・パイプラインコストについてデスクトップ調査を行った。
 （特にパイプライン）輸送コスト検証にはルート、輸送回数など運転計画を設定する必要がある。

【水素の貯蔵・輸送媒体例】

出典：環境省 水素関連基礎情報資料
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 輸送コストは、圧縮水素で4～38円/Nm3、パイプラインで1～9円/Nm3など（※条件により幅あり）
 圧縮水素とパイプラインを比較すると、近距離の場合はパイプラインの方が輸送単価は低く、長距離の場

合はトレーラー輸送の場合は圧縮水素の方が輸送単価が低くなる場合がある。
⇒輸送の距離や経路に応じて輸送手法を選択する必要がある。札幌市内の場合、製造した水素を近郊で活
用するならばパイプラインを利用することで輸送コストの低減可能性があるが、敷設可能な経路の有無に
も影響されることに留意が必要。長距離（苫小牧からの輸送）は圧縮水素輸送により優位となる可能性有。

輸送手法 水素輸送コスト
年間の輸送コスト例

（水素輸送量約88万Nm3/年※1を想定）
苫小牧から輸送 札幌市内輸送

圧縮水素

カードル：29～38円/Nm3

トレーラー：7～12円/Nm3

高圧トレーラー：4～8円/Nm3

※上記は往復距離20～150kmの場合で、運送費+荷積・荷降業務に
かかる費用（待機料、高速代、輸送設備費は含まない）

【NEDO石狩※2より】

約620万～700万円/年
※水素輸送コスト単価 7~8円/Nm3

（往復距離100～150km、高圧トレー
ラー輸送）として算出

約350万円/年
※水素輸送コスト単価 4円/Nm3

（往復距離20km、高圧トレーラー輸
送）として算出

パイプライン

敷設コスト：2.5億円～10.7億円/km
単価：8.5～8.8円/Nm3

※上記は概路延長5.8～14.0km、使用年数30年の場合で、
受入・貯蔵機能設備コストを含む

（敷設コストはシールド掘削の延長に大きく左右される）
【NEDO関西※3より】

約90万～790万円/年
※水素輸送コスト単価 1~9円/Nm3として算出

敷設コスト：0.5～1億円
単価：1.2～5.0円/Nm3

※上記は水素輸送量5,000ｔ/年、輸送距離10km～50km、
使用年数30年の場合【神戸・関西圏水素利活用協議会※4より】

出典：※2）NEDO「水素社会構築技術開発事業/地域水素利活用技術開発/石狩湾新港洋上風力の余剰電力を活用した水素サプライチェーンに関する調査」
※3）NEDO「水素社会構築技術開発事業／地域水素利活用技術開発／関西圏の臨海エリアにおける水素供給モデルに関する調査」
※4）神戸・関西圏水素利活用協議会 協議会レポート（2022年度）

※1)水素STが自立化するために必要な水素量として仮定（条件…供給能力：300Nm3/h、営業：12h/日、11.5か月/年、稼働率：7割）

※条件によって大きく変動する上、対象範囲が完全に一律となっていないため、必ずしも表中の価格帯の間に収まるとは限らないことに留意
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当該地の系統容量・系統接続に関して
 発電設備の場合の系統接続フローを以下に示す。大型の水電解装置であっても接続までは長期のプロセス

を経ると想定されるため、計画検討段階から北電NWとの連携が重要と考える。
 高圧及び特別高圧については、接接続検討及び契約申込みに対する回答に要する期間（標準処理期間８～

９か月）が必要とされており、接続契約締結までどの程度の時間を要するかについては、場所や条件によ
り大きく期間が異なる。

【発電設備の場合の系統接続フロー】

出典：電力広域的運営推進機関 発電設備等系統アクセスの流れ（https://www.occto.or.jp/access/kentou/access_process.html）
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法規制について
 水素は製造・輸送・貯蔵・利用段階でそれぞれ法規制がある
 現在の法規制はさまざまな法令が入り組んでおり、主にガス事業法・電気事業法・高圧ガス保安法などが

定められている

出典：経済産業省「総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 水素・アンモニア政策小委員会（第12回）／資源・燃料分科会 脱炭素燃料政策小委員会（第12回）／産業構
造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会 水素保安小委員会（第4回） 合同会議」

【適用法令のイメージ】



41⑦ 関連法令整理

出典：環境省 水素サプライチェーン事業化に関する調査・報告書（2023年版）

【サプライチェーン別の主な法規制の概要】
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法規制について
 製造設備の処理能力に応じて各都道府県へ手続きをする必要がある

段階 規制概要 対象法 規制詳細

製造 届出の提出 高圧ガス保安法
（第2条、5条）

・水素の圧力が1MPa以上の場合は、他の設備との離隔距離や換気設備を設置
の必要がある
・以下の製造設備の処理能力に応じて、「各都道府県への手続き」の必要があ
る

条件 対応

100m3/日以上の水素を製造
（第1種事業所） 都道府県知事からの許可

100m3/日未満の水素を製造
（第2種事業所） 都道府県知事への届出

出典：環境省 水素サプライチェーン事業化に関する調査・報告書（2023年版）
高圧ガス保安協会 高圧ガス保安法の行政手続き（https://www.khk.or.jp/administration/high_pressure_gas.html）

【許可の手続き】 【届出の手続き】
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法規制について
 水素製造における排ガスの測定や充填容器の基準が定められている

出典：環境省 水素サプライチェーン事業化に関する調査・報告書（2023年版）

段階 規制概要 対象法 規制詳細

製造 改質器設置における届出及び
測定

大気汚染防止法施行規則
（第9条、15条）

・水素製造用及び燃料電池用改質器設置における所轄自治体へ届出の必要があ
る
・以下の設備条件に応じた測定頻度で、ばい煙及びNOxの測定の必要がある

条件 測定頻度

・基準状態における水素の製造能力
が 1,000m3/h未満 5年に1回以上

・排出ガス量が40,000m3/h未満
・焼却能力が4,000kg/h未満 1年に2回以上

・上記に掲げるばい煙発生施設以外
のばい煙発生施設 2か月を超えない期間ごとに1回以上

・排出ガス量が40,000m3以上 常時

貯蔵
・

輸送

付臭措置に係る規制

ガス工作物の技術上の基準
を
定める省令
（第22条）

・ガスを配管で供給する際は、臭気によるガスの感知ができるように付臭され
ている必要がある

充填容器基準 高圧ガス保安法（第6条、53
条）

・容器の種類によって温度を調整する必要がある（充填容器：40℃以下、圧縮
水素運送自動車用容器：65℃以下など）
・容器置場の周囲2m以内では火気の使用を禁じ、引火性又は発火性の物を置
かない

トンネルにおける車両走行制
限 道路法（第46条） ・水底トンネル等にて爆発性または昇燃性等を有する危険物を積載する車両の

通行が禁止、制限されている
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法規制について
 水素を輸送する際にパイプラインを使用する際の規制が定められている

段階 規制概要 対象法 規制詳細

貯蔵
・

輸送

パイプラインの敷設 道路法施行令（第12条） ・ガス管の本線を埋設する場合は、その頂部と路面との距離は1.2m（工事実
施上やむを得ない場合にあっては、0.6m）以上にする必要がある

騒音及び振動規制における届
出

騒音規制法（第６条） ・原動機の定格出力が7.5kw以上の空気圧縮機及び送風機は特定施設として該
当する可能性があるため、該当設備を導入している場合は所管自治体に申請が
必要である振動規制法（第６条）

事業所外の配管設置に係る規
制

ガス事業法施行規則
（第168条）

・以下のいずれか条件を満たす場合、甲種ガス主任技術者免状又は乙種ガス主
任技術者免状の交付を受けているガス主任技術者を選任する必要がある

条件

・500mを超え、最高使用圧力が5kPa以上の導管を構外に有する事業場
・500mを超え、最高使用圧力が5kPa未満の導管を構外に有し、その導管が
10,000Nm3/日以上のガスを送付する事業場

ガス事業法（第107条） ・工場の外に500m以上の配管を敷設し300Nm3/日以上の水素を融通する場合、
ガス主任技術者の選任が必要である

出典：環境省 水素サプライチェーン事業化に関する調査・報告書（2023年版）
株式会社日立産業システム 騒音規制法(昭和43年法律 第98号)（https://www.hitachi-ies.co.jp/products/cmp/houki/houki08.html）

【パイプラインの敷設について】
場所 埋設深さ

車両が通るおそれのある場所 0.6m以上

車両等重量物の荷重のかかる場所 0.3m以上

その他の場所 0.15m以上

【騒音及び振動規制における届出】



出典：環境省 水素サプライチェーン事業化に関する調査・報告書（2023年版）
経済産業省 第6回 水素・燃料電池自動車関連規制に関する検討会 「規制改革実施計画の要望内容について（第3回検討項目 抜粋版）」

段階 規制概要 対象法 規制詳細

利用 水素ステーションでの高圧ガ
ス保安法に係る規制

高圧ガス保安法
（第6条、7条、63条、65
条）

・以下の条件に応じて、有資格者を配置する必要がある

条件 対応

一般的な水素ステーション 1名以上の保安監督者の配置

水素出荷設備を併設した水素ステー
ション

保安統括者、保安技術管理者、保安
係員の計最低 3名以上の配置

【水素出荷設備併設型水素スタンドのイメージ】

都市ガスやLPガス等から水素を製造
する設備をスタンドに設置している

⑦ 関連法令整理

法規制について
 水素ステーションでは管理者の配置について定められている
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段階 規制概要 対象法 規制詳細

利用 水素ステーションでの設備設置
基準

危険物の規制に関する規則
（第27条）

・以下の機器に対して設置場所や構造の基準が示されている

機器 位置、構造及び設備の基準

改質装置

・自動車等が衝突するおそれのない屋外に
設置する
・改質原料の吐出圧力が最大常用圧力を超
えて上昇することを防止するための措置を
講ずること
・改質原料及び水素が漏えいした場合に。
改質装置の運転を自動的に停止させる装置
を設けること

液化水素の貯槽・蓄圧器
送ガス蒸発器・液化水素昇圧ポンプ

・自動車等の衝突を防止するための措置を
講ずる

圧縮機
・吐出側直近部分の配管に逆止弁を設ける
・吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇し
た場合、圧縮機の運転を自動的に停止させ
る装置を設ける

ディスペンサー

・給油空地等以外の場所
・給油空地等において圧縮水素の充塡を行
うことができない場所
・充塡ホースは、自動車等のガスの充塡口
と正常に接続されていない場合にガスが供
給されない構造
・著しい引張力が加わった場合に当該充塡
ホースの破断によるガスの漏れを防止する
措置が講じる

液化水素・圧縮水素受入設備
・給油空地等以外の場所
・給油空地等において液化水素又はスの受
入れを行うことができない場所

出典：環境省 水素サプライチェーン事業化に関する調査・報告書（2023年版）

⑦ 関連法令整理

法規制について
 水素ステーションは設置場所や構造などの基準が定められている
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段階 規制概要 対象法 規制詳細

利用

水素ステーションの保安検査
規制 高圧ガス保安法（第60条） ・一年に一回、各自治体もしくは認定保安検査実施者は保安検査を行う必要が

ある

燃料電池の設置規制 高圧ガス保安法（第60条） ・家庭用設備を除く可燃性ガスを使用する設備から5m以内において喫煙及び
火気の使用を禁じている

水素ステーションでの高圧ガ
ス保安法に係る規制

高圧ガス保安法
（第6条、7条、63条、65
条）

・可燃性ガスの貯槽などには、自動的に温度の上昇を防止する装置を設置する
必要がある
・圧縮機及び蓄圧器とディスペンサーとの間に障壁を、また高圧ガス設備と敷
地境界に防火壁を設置する必要がある
・漏えいを検知・警報し、自動停止するための設備を設置する必要がある
・ディスペンサーの周囲に火災を検知・警報し、運転を自動停止するとともに
温度の上昇を防止する設備を設置する必要がある
・以下の条件における間隔を8m以上の距離を取る必要がある
・ただし常用圧力が40MPa以下の場合は6m以上の教理を取る必要がある

条件
・公道の境界面とディスペンサー本体の外面
・火気と高圧ガス設備との距離
・敷地境界面と高圧ガス設備との距離

水素ステーションの設置可否 建築基準法（第48条） ・第一種低層住居専用地域など特定の地域においては、水素を取り扱うことが
禁止されている

出典：環境省 水素サプライチェーン事業化に関する調査・報告書（2023年版）

⑦ 関連法令整理

法規制について
 水素ステーションでは設備や機器の間隔について定められている
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50⑦ 関連法令整理

法規制について
 水素ステーションの安全対策を以下に示す

【水素ステーションの安全対策】

出典：NEDO 「水素エネルギー白書」



51⑦ 関連法令整理

審議会などで議論された将来的な制度案
 既存法案は多法律が入り組んでおり、法案の明確化や一本化が期待される

審議会名 現行制度の課題

一般社団法人

水素バリューチェーン

推進協議会

ヒアリング結果より

（R.4.9.5）

• 従来は製油所における工業利用が主流であったが、今後はエネルギー利用が主流になるため現行法体系下では保安基準整備が
円滑に対応ない

• 国際的に標準となっている「適正なリスクベースの評価基準」になっておらず、水素保安規制が「ガラパゴス化」している

• 自治体の裁量によって運用基準が異なるケースが散見されている

• 現行の法体系で安全基準が明確化されていない新技術導入を図る際、許認可に多くの時間を要する

• 高圧ガス保安法、電気事業法、ガス事業法等の多法律が入り組んでおり、「新規事業者の参入」および「事業者から消費者に
対する円滑なリスクコミュニケーション」の阻害要因となる

将来の展望

• 水素エネルギー供給に係る保安規制を、新たなリスクの定量評価と適切な閾値設定が確立された法体系のもとで独立させる

• 需要や用途別に法規制を一本化して整備する

• 水素保安に関する第三者検査・認証を制度化して当該機関にある程度の権限と責任を負わせることにより、自治体による検査
の負担と判断のバラつきを軽減し、手続き期間を最適化することで水素利活用拡大の円滑・迅速化を図る

出典：一般社団法人 水素バリューチェーン推進協議会 水素バリューチェーン構築に向けた保安規制・制度の課題と提案

【水素保安規制の将来イメージ】



52⑦ 関連法令整理

審議会などで議論された将来的な制度案
 水素の大規模利用は実証段階であり、安全面で裏付ける科学的データの用意が期待される

審議会名 現行制度の課題

経済産業省

水素保安戦略の

策定に係る検討会

（R5.10.4）

• 規制の合理化・適正化を含め水素利用を促す環境整備

• 世界的に見ても水素の大規模利用は実証段階にあり、社会実装には至っておらず、サプライチェーン全体を包含する保安規制
体系の確立が必要になる

• 水素・アンモニアを燃料とする火力発電設備・燃料電池発電設備の利用促進の観点からも、保安規制の整備が必要になる

将来の展望

• 技術開発等を進め、新たな利用ニーズを安全面で裏付ける科学的データを用意する

• 将来の水素保安のあり方としては、「事業者によるリスクに応じた柔軟で高度な保安」、「国際調和」といった視点が重要

• 水素の事業規模等が今後拡大していくことを踏まえ、電気事業法やガス事業法のように事業規制と一体的に保安規制が措置さ
れることが想定される。

出典：経済産業省 水素等の保安を巡る環境変化と課題

【水素保安戦略の目的】 【将来の水素保安のあり方】



53⑦ 関連法令整理

審議会などで議論された将来的な制度案
 市場を席巻する製法や技術は特定されておらず、権益確保や投資により競争力強化を図る必要がある

審議会名 現行制度の課題

産業構造審議会

保安・消費生活用

製品安全分科会

水素保安小委員会

（R.6.1.29）

• 将来市場を席巻する製法や技術は、現時点では特定しきれない

• CO2排出量の削減だけではなく、地域全体の産業競争力強化やGX推進に適した産業の構造転換・再配置につなげる必要がある

• 今後カーボンニュートラルの達成に向けて、支援期間中に炭素価格の上昇や電力・都市ガス・燃料・産業分野など各分野にお
ける新たな市場創出・利用拡大につながる制度が設けられることも想定される

将来の展望

• 先行的で自立が見込まれる案件を選定し、権益確保や水素等の供給・利用側への投資により、我が国の製品や技術の競争力強
化を図っていく必要がある

• 周辺の幅広い分野の企業群を巻き込みながら、経済的・効率的かつ自立的発展が可能なサプライチェーンを構築していくこと
が必要である

• 適切な価格水準で取引が行われる低炭素水素等の市場の創設が進む制度を選定する

【価格差に着目した支援制度の支援範囲イメージ】 【価格差に着目した支援制度のイメージ】

出典：経済産業省 総合資源エネルギー調査会 中間とりまとめ（ https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/20240129_report.html ）



54⑦ 関連法令整理

審議会などで議論された将来的な制度案
 第三者機関を活用した保安管理や事業者に対する支援を継続する必要がある

審議会名 現行制度の課題

産業構造審議会

保安・消費生活用

製品安全分科会

水素保安小委員会

（R.6.1.29）

• 高圧ガス保安法に基づく製造の許可や各種検査は、国が定める技術基準に基づいて都道府県等が実施している

• 低炭素水素等の大規模供給・利用については前例のないことである

• 国際的にも、想定されうる水素等事業全体を包含した安全規制体系を構築している国はない

将来の展望

• 水素の扱いに関して国等が科学的なデータ取得を行い、基準等を整備する必要がある

• 国が許可・検査を行う際や事業者が保安管理を行う中で、必要に応じて技術的知見を有する第三者機関を活用することが重要
である

• 国内外の水素等事業の進捗に応ずる形で、段階的に保安規制の合理化・適正化をしっかり進めていくことが重要である

• モデルケースを整理し、適用法令や手続に関する相談体制の構築、水素保安ポータルサイト（HP）により事業者に分かりやす
く発信していくことが必要である

【水素保安における新たな措置の流れ】 【適用法令のイメージ】

出典：経済産業省 総合資源エネルギー調査会 中間とりまとめ（ https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/20240129_report.html ）



（3）出力制御対策にかかる情報整理・課題
分析
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出典：経済産業省 第49回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ
「再生可能エネルギー出力制御見通しの算定結果等について」

① 審議会資料の整理および他文献のデスクトップ調査

 国の審議会等の公開情報や過去の調査結果、（１）と（２）の結果等に基づき、道内における出力制御対
策推進に向けた情報整理・課題分析や、北海道内で出力制御対策の取組を広めていくために実施すべき施
策等について検討する。

 道内の再エネ（太陽光・風力）導入が進み、特に風力発電は接続検討申込済みの容量が大きい。
 2023年度供給計画 2032年度時点の導入量は、太陽光259万kW、風力226万kW

【太陽光・風力発電の導入状況】
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 再エネ出力制御の長期見通しにおいて、北海道の出力制御率は54.8%と試算されており、全国的に比較して
出力制御率は大きい。（諸条件有）

 需要、供給、系統それぞれで対策をした場合の出力制御率の変化も示されている。

① 審議会資料の整理および他文献のデスクトップ調査

出典：経済産業省 第49回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ
「再生可能エネルギーの出力制御の抑制に向けた取組等について」

【再エネ出力制御低減対策の効果】
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 2022年度の再エネ出力制御実施状況は北海道で0.04%であり、全国的に比較すると出力制御率は低い状態で
ある。需要に対する再エネ導入量が現時点では他地域より低いことなどが一因と考えられ、量としては191
万kWhの出力制御が実施されている。

① 審議会資料の整理および他文献のデスクトップ調査

出典：経済産業省 第49回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ
「再生可能エネルギーの出力制御の抑制に向けた取組等について」

【再エネ出力制御の実施状況等】



59

 最新（2024年度）の再エネ出力制御見通しは北海道で0.2%であり、全国的に比較すると出力制御率は低い
状態である。需要に対する再エネ導入量が現時点では他地域より低いことなどが一因と考えられ、量として
は0.1億kWhの出力制御が見込まれている。

出典：経済産業省 第50回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ
「再生可能エネルギーの出力制御の抑制に向けた取組等について」

① 審議会資料の整理および他文献のデスクトップ調査

【2024年度の各エリアの再エネ出力制御見通し】
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 新たな出力制御対策パッケージが議論されており、需要対策として「家庭用蓄電池・ヒートポンプ給湯機の
導入等を通じた需要の創出・シフト」や「蓄電池、再エネ併設蓄電池、水電解装置の導入を通じた需要の創
出・シフト」が掲げられている。

出典：経済産業省 総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第58回） 「出力制御
対策パッケージについて」

① 審議会資料の整理および他文献のデスクトップ調査

【需要面での出力制御対策（家庭）】
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 新たな出力制御対策パッケージが議論されており、需要対策として「家庭用蓄電池・ヒートポンプ給湯機の
導入等を通じた需要の創出・シフト」や「蓄電池、再エネ併設蓄電池、水電解装置の導入を通じた需要の創
出・シフト」が掲げられている。

① 審議会資料の整理および他文献のデスクトップ調査

出典：経済産業省 総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第58回） 「出力制御
対策パッケージについて」

【需要面での出力制御対策（産業）】



62

水素利活用による出力抑制対策について
 重点分野の1つとして位置づけられている水素については、商用規模の水素サプライチェーンの構築を見通

す技術の確立を目指すほか、余剰な再生可能エネルギー由来の電力を水素に変え、熱需要の脱炭素化や基礎
化学品の製造などで活用するPower to Xの実現を目指すことが掲げられている

① 審議会資料の整理および他文献のデスクトップ調査

出典：NEDO水素・燃料電池成果報告会2022 「水素社会構築技術開発事業/地域水素利活用技術開発/やまなし地産地消型グリーン水素製造・利活用トータルシステムに関する調査」

【 Power to X のイメージ】
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【水素基本戦略改定のポイント】

水素基本戦略（2023.6）
• 水素産業協力強化の観点を踏まえて水素の導入をはかることとし、大規模（産業用）から小規模（家庭

用）、多様なモビリティなど水素の拡張性を活かした需要の創出を重要視

① 審議会資料の整理および他文献のデスクトップ調査

出典：経済産業省 資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部 「水素基本戦略の改定（案）について」
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【水素社会実現に向けた政策の骨格】

水素基本戦略（2023.6）
• 水電解装置・輸送設備の生産設備増強、人材育成、水素の拡張性を活かした需要の創出を重要視

① 審議会資料の整理および他文献のデスクトップ調査

出典：経済産業省 資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部 資源・燃料部 「中間整理以降の水素・アンモニア関連政策の動向」





66② 道内での施策検討

 低圧リソースは1つ1つは調整力が小さいが道内の特性を活かした水平展開し易い分野が重要
→家庭用暖房給湯への展開が施策として有効と考えられる。
 大規模な調整力としては少数のプラントで大きな調整力をもつ大型蓄電池や水電解装置が重要。
→道内では電化が困難な熱需要である産業用熱需要（地域熱供給やボイラー）や拡張性の高いモビリティ分野
での水素サプライチェーン構築への施策が有効と考えられる。

【出力抑制対策パッケージ概要】

出典：第49回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ 「再生可能
エネルギーの出力制御の抑制に向けた取組等について」
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今後の課題
 国の審議会でも出力抑制対策パッケージが検討されている。
 道内では電化が困難な熱需要である家庭用暖房や産業用熱需要（地域熱供給やボイラー）へのＤＲ対策が

重要と考える。

DR
 調査（１）のとおり、関係各社へヒアリングした結果、将来的な出力抑制対策のポテンシャルは道内でも

充分見込めるが、事業性、法律、普及啓発、市場形成などが追いついていないなどの課題もある状況。
 このため、 ＤＲリソースについて本年度調査したポテンシャルの中で、現実的にはどこまで増やせるか

を次年度以降更に調査を行い、需要家へメリットが出るような電気料金メニューなどを併せた引き続きの
実証試験等にも取り組みながら、普及啓発も並行して進めていくことが重要と考える。

 その他、本業務では検討しきれなかった高圧リソースを含め、対象リソースの範囲を広げた調査が必要で
ある。

水素利活用
 水素は利用の拡張性が高く多方面での需要の検討が可能であり、道内（特に道央圏）のポテンシャルは非

常に高い。
 大型水電解装置の稼働が出力制御対策の1つとなると考えられ、将来的に見込まれている出力制御の増加

への対策、ひいては道内の再エネポテンシャル活用の最大化へつながることも期待される。
 上記のように将来的には有望な点が多いが、まだ個別のモデルの検証や積み上げが少ないため、各需要家

での検証が必要。多様なモビリティのほか、道内の特色を活かした食料品製造業などの工場・事業所など
での検討も有効と考える。

② 道内での施策検討・今後の課題



（4）参考資料



69用語集（DR関連）
用語 意味

アグリゲーター 電力需要かが持つエネルギーリソースをたばね、需要家と電力会社の間に立ち、電力の需要と供給のバランス
コントロールや各需要家のエネルギーリソースの最大限の活用に取り組む事業者のこと。

エコウィル 戸建て用の家庭用ガスコージェネレーションシステムで発電時の熱を暖房や給湯にも活用する機器のこと。

エコキュート ヒートポンプ技術を利用し空気の熱で湯を沸かすことができる電気給湯機のうち、冷媒としてフロンではなく
二酸化炭素を使用している機種のこと。

エコジョーズ 潜熱回収型ガス給湯器の1種。従来型給湯器の一次熱交換器に加え二次熱交換器を設置し、排気ガスの熱を回収
して再利用することができる。

エネファーム 家庭用燃料電池の共通ブランドのこと。当初はPEFCタイプだけであったが、その後に発売されたSOFCタイプ
は「エネファームType S」と呼ばれている。

グリーン電力 太陽光・風力・バイオマス・水力・地熱など自然を利用した「再生可能エネルギー」で作った電気のこと。

系統 発電所で作った電気を各地へ送る「送電網・配電網」のこと。

コジェネレーション 発電時に排出される熱を回収して給湯や暖房などに利用する「熱電併給システム」のこと。

コレモ ガスエンジンで発電し、その発生熱を暖房に有効活用するシステムのこと。

需給調整市場 周波数制御や需給バランス調整を行うための電力を広域的に調達するための市場のこと。

出力制御 電気の需給量を合わせるために発電設備をコントロールし、発電・供給する電気量を調整すること。

蓄電池 電気を蓄えられる機能を持った充電装置のこと。電力系統や再生可能エネルギー発電所などに接続する「系統
用蓄電池」などがある。

低圧リソース 低圧需要家に設置されている蓄電池など電圧200V以下で容量が50kW未満の電源のこと。

ネガワット 需要家の節約により余剰となった電力を、発電したことと同等にみなす考え方のこと。

ハイブリッド暖房システム ヒートポンプをメインの暖房機として使い、設定した温度に維持出来なくなった場合補助的に燃油式暖房機を
運転するシステムのこと。
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用語 意味

発動指令電源 容量市場に参加する電源等のうち、「単体の期待容量が1,000kW未満の電源や、安定的供給⼒を提供できない
⾃家発・DRなどを束ねることで期待容量が1,000kW以上の供給⼒を提供するもの」のこと。

ピークカット 電力の使用量が最も多い時間帯に電力使用量を削減すること。

ピークシフト 電力の使用を一般的に電力を多く使用する日中の時間帯から電力の使用量が少ない夜間などの時間帯にシフト
させて、使用電力を平準化させる方法のこと

非化石価値取引市場 再生可能エネルギーや原子力など化石燃料以外で発電された電気の「非化石価値」を示す証書を取引するため
に創設された市場のこと。

プレヒート 燃料を気化させるためにバーナー部分に予熱を与える作業のこと。

分散型リソース 太陽光発電システムなど電気などのエネルギーの利用者が所有しているエネルギー源のこと。

マイクログリッド 一定の地域に再生可能エネルギーなどを活用した小規模な発電施設を作り、大規模発電所に頼らないエネル
ギーの「地産地消」を行う仕組みのこと。

容量市場 電力ではなく電力を供給できる能力を取引する市場のこと。将来必要となる電力を確保する目的で取引が行わ
れる。

DR
Demand Response（電力応答）の略称。電力の需要量を供給量に合わせる手法のこと。電気の需要量を増や
すことで余剰電力を消費する「上げDR」と、電気の需要量を減らし節電をする「下げDR」がある。また、電
気の余剰時やひっ迫時に関わらず、実需給断面で電力需給バランスを確保するために「需給調整市場でのDR」
が実施されることもある。

EV Electric Vehicle（電気自動車）の略称。電気をエネルギー源とし、電動機で走行する自動車のこと。

J-クレジット 省エネルギー機器の導入や森林経営などの取組によるCO2などの温室効果ガスの排出削減量や吸収量のこと。
低炭素社会実行計画の目標達成やカーボン・オフセットなど、様々な用途に活用できる。

JEPX Japan Electric Power Exchange（日本卸電力取引所）の略称。日本で唯一電気を取引できる市場のこと。

UPS Uninterruptible Power Supply（無停電電源装置）の略称。停電などによって電力が断たれた場合にも電力を供
給し続ける電源装置のこと。

ΔkW 実需給時点で各時間帯毎に必要な能力をもった電源等を出力を調整できる状態であらかじめ確保すること。



71用語集（水電解・水素関連）
用語 意味

圧縮機 コンプレッサーのこと。水素ステーションに設置される場合は70MPaでの充填を可能にするために水素を80〜
90MPaに加圧を行う。

圧縮水素 水素の最も主流な輸送手段。高圧水素タンクを搭載した専用のトレーラーやローリーで輸送される。

アンモニア 水素の輸送手段の1つ。アンモニアとして直接ほかの用途での活用も可能である。

液化水素 水素の輸送手段の1つ。液化によって体積が約800分の1になるため大量の水素を輸送する際に使われている。

カードル ガス容器を何本かまとめて枠組みしてガスの取り出し口を集約したもの。水素の輸送手法の1つとして用いられ
ている。

合成メタン・燃料 水素と二酸化炭素から製造され、燃料としてそのまま利用可能である。

水素ST 水素ステーションの略。燃料電池自動車の燃料である水素を供給する設備のある場所のこと。現地で水素の製
造から供給を行う「オンサイト型」と、別の箇所で製造した水素を受け入れる「オフサイト型」がある。

水素吸蔵合金 特定の金属が水素と結合して水素化物になるという仕組みを利用し、水素を貯蔵することができる合金材料の
こと。

ゼロエミッション電源 発電時にCO2を排出しない再生可能エネルギー由来の電源のこと。

地域熱供給 冷水や温水等を一箇所でまとめて製造し、導管を通じて街や施設に供給するシステムのこと。

蓄圧機 液体の圧力エネルギーを気体の圧力エネルギーに変換して蓄えておく設備。水素ステーションでは水素を高圧
で貯蔵している。

ディーゼル 軽油のこと。主にディーゼルエンジンの燃料として使用され、ガソリンエンジンに比べて二酸化炭素の排出量
が少ない。

ディスペンサー 液体を精度良く定量供給するコントローラ及びその周辺機器の総称。水素ステーションでは水素をFCVに充填
するためのノズルや操作盤がついており、安全に水素が充填できるように流量や温度を監視・制御している。

トレーラー カードルを荷台に積み遠方へと輸送する車のこと。水素を輸送する際は主に圧縮水素の輸送に用いられる。



72用語集（水電解・水素関連）
用語 意味

パイプライン
流体を移送するために設置されるパイプを連続的に接合したシステムのこと。大量の水素を輸送する場合に最
適な手法であるが設置コストが高額であり、現在は製鉄所で作られた水素を近隣の化学工場に輸送するなどの
近距離利用に限られている。

水電解（AEM型） PEM型の水電解のセルと同じ構造だが、触媒などに貴金属を用いないことで低コスト化が見込める仕組みのこ
と。

水電解（PEM型） 固体高分子型水電解のこと。液体状態の水を電気分解するのではなく固体高分子と呼ばれる膜に水をしみ込ま
せその水を分解する。

メタネーション 水素とCO2から都市ガス原料の主成分であるメタンを合成すること。

リスクコミュニケーション リスク分析の全過程において、リスク評価者・リスク管理者・消費者・事業者・研究者・その他の関係者の間
で情報および意見を相互に交換すること。

ローリー トラックとタンクが一体となったトレーラーのこと。水素を輸送する際は主に液体水素の輸送に用いられる。

水素サプライチェーン 再生可能エネルギー等の水素源・製造・貯蔵・輸送・供給までのプロセス全体のこと。

FS調査 新規事業などのプロジェクトの事業化の可能性を調査すること。

CGS Co-Generation System（ガスコージェネレーションシステム）の略称。都市ガスを燃料として必要な場所で電
気をつくり、同時に発生する熱を冷房・暖房・給湯・蒸気などに利用できるシステムのこと。

FCV/FCバス 燃料電池内で水素と酸素の化学反応によって発電した電気エネルギーでモーターを回して走る自動車やバスの
こと。

GX
Green Transformation（グリーントランスフォーメーション）の略称。温室効果ガスを発生させる化石燃料か
ら太陽光・風力発電などのクリーンエネルギー中心へと転換し、経済社会システム全体を変革しようとする取
り組みのこと。

MCH メチルシクロヘキサンのこと。トルエンに水素を反応させてMCHに変換し、水素ガスと比べると体積当たり
500倍以上の水素を含む輸送手段として活用される。

Power to X 再生可能な電気エネルギーの変換・保存・利用を可能にする一連の技術と経路のこと。
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2024年度の各エリアの再エネ出力制御見通し

二次利用未承諾リスト

北海道における多様な分野での水素等の
需要の創出に向けた調査等事業

北海道における多様な分野での水素等の
需要の創出に向けた調査等事業 報告書

株式会社ドーコン

水素保安規制の将来イメージ

届出の手続き
施設の設置制限

自家用電気工作物への規制

水素出荷設備併設型水素スタンドのイメージ
水素ステーションの安全対策

北海道の出力制御見込み
水素の貯蔵・輸送媒体例

発電設備の場合の系統接続フロー
適用法令のイメージ

水素ステーションの自立化

サプライチェーン別の主な法規制の概要
許可の手続き

熱供給エリアマップ 都心地域

熱供給エリアマップ 札幌駅北口
熱供給エリアマップ 厚別地区

熱供給エリアマップ 真駒内地区

各地域の水電解装置容量

系統容量

タイトル
DRの種類

低圧リソースの活用
水素サプライチェーン

道内の再エネポテンシャル

需要面での出力制御対策（家庭）
需要面での出力制御対策（産業）

熱供給エリアマップ 光星地区

騒音及び振動規制における届出

水素保安における新たな措置の流れ
価格差に着目した支援制度のイメージ

価格差に着目した支援制度の支援範囲イメージ
将来の水素保安のあり方

水素保安戦略の目的

再エネ出力制御の実施状況等
再エネ出力制御低減対策の効果
太陽光・風力発電の導入状況

適用法令のイメージ
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頁 図表番号
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タイトル
Power to X のイメージ

水素基本戦略改定のポイント
水素社会実現に向けた政策の骨格
水素の製造・輸送・貯留・利用

水素の価格差支援
出力抑制対策パッケージ概要


